
第２回 越前市水道料金・下水道使用料等協議会 次第 

 

                                  日 時 ： 令和７年７月９日（水） 

    午後１時３０分～３時      

                             場 所 ： 越前市役所３階 第３委員会室  

 

１ 挨 拶 

 

２ 第 1 回協議会補足説明 

 

３ 議 事 

 

（１） 下水道事業の現状と課題 

 

（２） 下水道使用料の算定の考え方 

 

（３） 適正な使用料を検討する上での確認 

 

４ そ の 他 

 

  今後のスケジュールについて 
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第１回協議会 補足説明資料

1

資料１



第1回協議会委員からの意見・質問に対する補足

2

第 １ 回
スライド

回 答意見・質問番号

第１回については補足説明を行いま
す。第２回目以降は分かりやすい説
明なるよう気を付けます。

資料の言葉自体が難しく、なるべく分かりやすい資料を作成してほしい。１

18
19 

補足資料１（Ｐ３）にて説明します。資料（1）の18、19ページで、経費の見通しとして経営戦略上では人件費や労務単
価の増加に伴い年3％の物価上昇を見込んでおり、令和12年からは1％として計
画しているとあるが、委員がわかるように細かく説明して欲しい。

2

１６補足資料２(P5)にて説明します。・資料（1）の16ページで、越前市人口等の見直しと図、グラフがあるが、記載され
ている単語等の説明が欲しい。
・普及率や水洗化率などの計算方法等も教えて欲しい。
・水洗化率や普及率などは、経費をつかむ上で大きく必要になってくる数字である
と思うので、理解するために次回の審議会以降で詳しく教えて欲しい。

３

１７補足資料３(P7)の使用水量グラフ
にて説明します。

資料（1）の17ページの使用料収入の見通しの図で新幹線駅周辺の開発などによ
る使用料増加を見込んで、令和18年度でも現在とあまり変化のない使用料収入
と記載してあるが、新幹線駅周辺の開発はまだ未確定な部分も多い中で、人口が
減少した分の使用料収入が、新幹線駅周辺の新しい事業所等で賄えるということ
でしょうか。

４

２１補足資料４(P8)にて説明します。資料（1）の21ページの今後の下水道事業の投資計画について、ウォーターPPPと
記載があるが、新聞等で越前市も見込んでいると記載があったが、現在の状況は
どうなっているのか教えて欲しい。これを採用することで使用料が下がるのかと
いったことも教えて欲しい。

５



＜物価上昇率の設定について＞R3～５年の平均上昇率を使用している。
経費において (R4) 498 / (R3) 479 約4％上昇

(R5) 515 / (R4) 498 約3.4％上昇
人件費は (R4) ３１ / (R3) 30 約３.３％上昇

経費は電気代が含まれており、それ以外は上昇率が若干低いため、概ね３％を用いることとした。
R12以降は社会情勢が読めないことや、3～5年毎に経営戦略の見直しがあるためその時に再度設定する。

経営戦略P38

＜補足資料１＞ 経費の見通しについての補足説明

年３％ 年1％

3

第1回目資料 P18,19



4

今後の下水道事業の投資以外の経費について
計上方法経費の種類

R3～5年の実績3年平均
前年＋毎年3％の賃金上昇を見込んで計上
前年＋毎年１％の上昇を見込んで計上

R7
R8～１１
R12以降

職員給与費

R3～5年の実績3年平均
前年×有収水量の変動率＋物価上昇率3％を見込んで計上
前年×有収水量の変動率＋物価上昇率１％

R7
R8～１１
R12以降

修繕費
材料費

R3～5年の実績3年平均
前年＋毎年3％の賃金上昇を見込んで計上
前年＋毎年１％の上昇を見込んで計上

単発の委託料は実施予定年度に計画額を計上

R7
R8～１１
R12以降

委託費

元利均等
事業債 利率１．６０％、
下水道管渠 30年償還（更新0年，新規5年据置）、
処理施設 15年償還（据置無し）

平準化債 利率０．９０％（3年据置）

R7以降支払利息



＜補足資料２＞ スライド16 越前市人口等の見通し

（用語説明）

① 行政区内人口 ( 人 ） 越前市の総人口（越前市に住民登録している人の数）

② 現在処理区域内人口 ( 人 ）

下水道整備区内に住んでいる人及び
合併浄化槽整備区域に住んでいる人のうち、合併浄化槽を使用している人の数

③ 水洗化済人口 ( 人 ）

下水道整備区域に住んでいる人のうち、下水道に接続している人の数

④ 汚水処理人口普及率 ( % )

下水道整備区域の人口及び合併浄化槽を使用している人 （ ② ）
越前市の総人口 （ ① ）

⑤ 水洗化率 ( % )

下水道に接続している人（ ③ )
下水道整備区域に住んでいる人 （②のうち下水道整備区域内のみ）

✕100

✕100
5

第1回目資料 P1６



越前市人口等の見通し

 人口減少に伴い、処理区域内人口及び水洗化済人口ともに減少を見込む。単身世帯の増により世
帯数は増加する見込み。汚水処理人口普及率及び水洗化率は増加する見込み。

下 水 道
使 用 料

収益的収入

※R6は速報値 6
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

行政区域内人口 現在処理区域内人口 水洗化済人口 世帯数 汚水処理人口普及率 水洗化率

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

行政区域内人口 82,754 82,363 82,395 81,799 80,337 80,173 80,264 79,045 78,481 77,917 77,353 76,789 76,225 75,661 75,097 74,533 73,969 73,000 72,232 ①

世帯数 30,592 30,829 30,510 31,667 31,295 31,842 32,562 32,596 32,907 33,227 33,559 33,903 34,106 34,314 34,528 34,748 34,974 35,013 35,150

現在処理区域内人口 77,009 77,036 77,487 77,474 76,252 76,145 76,356 75,185 74,704 74,222 73,739 73,255 72,771 72,286 71,808 71,332 70,856 69,989 69,316 ②

現在処理区域内人口（下水道区域） 67,610 68,332 69,135 69,760 69,908 69,912 70,641 69,171 68,481 67,797 67,119 66,448 65,783 64,939 64,106 63,283 62,470 60,910 59,390 ②のうち下水道整備区域内のみ

水洗化済人口 57,536 59,107 60,424 61,328 61,964 62,512 63,298 62,114 61,626 61,141 60,659 60,181 59,705 59,065 58,424 57,789 57,160 55,843 54,559 ③

汚水処理人口普及率 93.1% 93.5% 94.0% 94.7% 94.9% 95.0% 95.1% 95.1% 95.2% 95.3% 95.3% 95.4% 95.5% 95.5% 95.6% 95.7% 95.8% 95.9% 96.0% ④

水洗化率 85.1% 86.5% 87.4% 87.9% 88.6% 89.4% 89.6% 89.8% 90.0% 90.2% 90.4% 90.6% 90.8% 91.0% 91.1% 91.3% 91.5% 91.7% 91.9% ⑤

世帯当たり人口 2.71 2.67 2.70 2.58 2.57 2.52 2.46 2.42 2.38 2.34 2.30 2.26 2.23 2.20 2.17 2.14 2.11 2.08 2.05

赤字修正

実績値 推 計 値速報値

④＝②/①

⑤＝③/②のうち下水
道事業区域



処理水量及び有収水量の見通し

 処理区域内人口及び現在水洗便所設置済人口の減少に伴い、一般家庭の使用水量は減少の見込
みであるが、今後の開発を見込むと、令和18年度には令和5年度程度になる見込み。

下 水 道
使 用 料

収益的収入

年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

処理水量（千㎥/年） 8,224 8,319 7,991 7,509 7,565 7,621 7,677 7,733 7,789 7,845 7,900 7,920 7,976 7,930 7,986 7,986

有収水量（千㎥/年） 5,535 5,687 5,576 5,266 5,320 5,374 5,428 5,482 5,537 5,591 5,646 5,673 5,729 5,705 5,761 5,777

有収率（％） 67.3 68.4 69.8 70.1 70.3 70.5 70.7 70.9 71.1 71.3 71.5 71.6 71.8 71.9 72.1 72.3

8,224 
7,991 7,986 
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5,777 

67.3 69.8
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60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500
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R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

（％）(千㎥/年)

(年度)

処理水量（千㎥/年） 有収水量（千㎥/年）

有収率（％）

実績値 推 計 値

＜補足資料３＞ スライド１７使用料収入の見通しについての補足説明

7
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＜補足資料４＞ ウォーターPPPの導入について

8

Water Public Private Partnershipの略水
道・下水道・工業用水道などの水分野の公共施設の
施設管理と設備更新を官民が連携して一体的に

マネジメントする方式。

第1回目資料 P1７



＜補足資料４＞ ウォーターPPPの導入について

下水道事業の課題

使用者の減少や電気代・燃料等の物価高騰による財政状況のひっ迫、施設
の老朽化による更新・維持管理費の増加、職員数の不足

ウォーターPPPの導入により見込まれる効果

①民間企業の技術やノウハウの導入により、市民への高品質なサービスの
提供が期待できること。

②行政側のメリットは、民間事業者による効率的な維持管理により、コスト
縮減を図れること。

③将来における専門職の減少や担い手不足の補完

これらのことから、経営改革の面で経費抑制が期待できるため、使用料の負
担軽減の効果がある方法での導入を考えている。

9



適正な下水道使用料の検討について

第2回 越前市水道料金・下水道使用料等協議会

越前市上下水道課

1

資料２



議 事

（1）下水道事業の現状と課題

（2）下水道使用料算定の考え方

（3）適正な使用料を検討する上での確認

2



（１）下水道事業の現状と課題

3



下水道事業の役割と目指す姿

将来にわたり衛生的で快適な生活環境を保全する

急速な
人口減少

による収入
の減少

急速な
人口減少

による収入
の減少

エネルギー
などの

物価高騰

エネルギー
などの

物価高騰

老朽化した
施設の更新
老朽化した
施設の更新

地震や豪雨
などの自然

災害

地震や豪雨
などの自然

災害

職員の数や
ノウハウの
継承不足

職員の数や
ノウハウの
継承不足

課 題

目指す姿

市総合計画2023

市下水道事業経営戦略

取組・施策

（R５．３月策定）

市下水道整備基本構想 （R６．３月見直し）

（R７．３月改定）

老朽化する農林業集落排水
施設の更新と統合

① 効率的・効果的な更新
② 既存施設の統合の検討

下水道の健全かつ効率的な事業運営

①早期水洗化の促進 ②収納率の向上
③経営体制の適正化 ④資産の有効活用
⑤民間の資金・ノウハウの活用
⑥資金調達の検討 ⑦経費回収率の向上
⑧危機管理体制の強化 ⑨公共用水域の水質保全
⑩汚水処理広域化・共同化計画に基づく施設の統廃合の検討

処理施設と管路の計画的な改築更新

①下水道整備基本構想の実現
②適正な維持管理（ストックマネジメント計画）
③新技術の導入
④計画的な雨水整備
⑤下水道施設の耐震化・耐水化

経営戦略
P40～43

4



経営戦略から見えてきた経営上の課題

5

・汚水処理に必要な費用を下水道使用料で賄えて
いない。

・国の地方財政措置の基準とされる、下水道使用料
月3,000円/２０㎥を下回っている。

（※越前市月2,430円/２０㎥）

・施設を維持するためには、物価高騰や施設の改築
更新に多額な費用が必要となるため、将来の更新
費用の財源を確保する必要がある。

・使用料改定を含めた経営改善が必要。

・使用料で賄えていない費用については、一般会計か
らの繰入金（補助金等）を受け入れて経営を維持して
いる。

・現金不足額を受け入れているため、経費削減などの
経営努力をしても資金が残らない。

・一般会計からの繰入金は税金が財源であり、下水道
を使用していない人の負担になることや、福祉など
他の行政サービスの予算を圧迫している。

・自己資金が蓄えられていないため、将来の設備更新
や災害時に対応する資金が不足する可能性がある。

使用料について使用料について 一般会計からの繰入金について一般会計からの繰入金について

安定した経営を実現するためにも一般会計に依存しない財源の確保が必要



（２）下水道使用料算定の考え方

6



公営企業の基本原則

 公営企業会計は、独立採算制の原則のもと経営を行います。

適正な経費負担区分を前提とした独立採算制の原則

独立採算制の原則 （地方公営企業法第17条の2第2項）

地方公営企業の特別会計においては、その経費は、前項の規定により地方公共団体の一般会計又は他の特別会計におい
て負担するものを除き、当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てなければならない。

経費負担区分 （地方公営企業法第17条の2第1項）

その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費
当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難
であると認められる経費

汚水の処理費用は、
使用者から徴収する下水道使用料収入に
よって運営されなければならない。

一般会計において
負担するもの例）雨水処理の要する経費・・・

自然現象に対する浸水対策であり、公益な目的であるため公費負担とされている。

他にも、公費負担とされている経費は総務省操出基準（P1０参考）にて明らかにされている。
基準内繰入金

7



公営企業の基本原則

事業の継続

• 経営・資産等の状況を的確に把握し、経営基盤の計画的な強化
（更新投資の優先度の把握、施設・設備への投資の合理化や適切な
維持・管理、財源の更なる確保、 徹底した効率化等）

• 財政マネジメントの向上
（使用料で回収すべき経費や将来必要な投資 経費を踏まえた適正な
料金算定等）

住民生活に必要不可欠なサービスを持続的に提供

8



基準内繰入金

下水道使用料について

越前市

汚水の処理

下水道使用料使用者

雨水排水・都市の健全発達・公衆衛生の
向上・公共用水域の保全 整備

基準外繰入金

国 地方交付税
措置

一
般
会
計
繰
入
金

下水道事業

9

基準内繰入金以外
収支不足額（赤字補填）
税金が財源となる

基準外繰入金基準内繰入金

一般会計において負担するもの
総務省操出基準（P１０参考）により
内容が示されている



汚水処理に必要な経費について

10

操出基準に
基づかない繰入金

(基準外繰入金）

汚水処理に必要な経費 公費負担分

下水道使用料

一般会計繰入金

操出基準に
基づく繰入金

（基準内繰入金）

（経費）

（財源）

総務省操出基準
１ 雨水処理に要する経費
２ 分流式下水道に要する経費
３ 下水規制に要する経費
４ 水洗化改造に要する経費
５ 広域化・共同化に要する経費
６ 下水道事業債の元利償還金

（普及特別対策分55％、臨時措
置分、特例措置分、特別措置分）

他会計負担分（特定財源）
し尿処理負担金
損害負担金
消化ガス使用料
雑収入
長期前受金戻入など

長期前受金戻入
減価償却費に対する国の補助金
減価償却費から引く

公費負担分



一般家庭に例えると・・・
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基準外
繰入金

ローンの返済金
家や車の
ローンの

利息

給 料

親からの援助金

基準内繰入金

（経費）

（財源）

そ
の
他

食費・光熱水
費など

親との取り決めで親が負担する
ことになっているもの

取り決め以外で
親が支払う

必要のないもの



一般会計繰入金の必要額について

「投資・財政計画」とは 施設・設備の合理的な投資の見通しである「投資試算」等の支出と、
財源見通しである「財源試算」が均衡するように調整した収支計画。
現行の下水道事業は収支均衡するように繰入金を受け入れている。

収 益 的 収 支 資 本 的 収 支経営戦略
P80～81

経営戦略
P8２～８３

収入ー支出
当年度純利益が
マイナスでない

単年で汚水を処
理するのに必要
な費用と収益

複数年使用する
施設を整備する
のに必要な費用

と財源

収入ー支出
資金が不足しない
（補填財源が不足しない）

財源試算が
均衡する
とは・・・

収支が均衡するのに必要な
一般会計からの繰入金
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一般会計繰入金合計
1,160,541千円

一般会計繰入金の必要額について

経営戦略
P７４，７５

※R7～11（5年間）の平均

基準内繰入金 971,343千円

基準外繰入金 189,198千円

収支が均衡するのに必要な一般会計からの繰入金

13



資金の見通しについては、令和6年度の約9.2億円から令和18年度では約9.1億円とほぼ横ばいで推移する見込みです。

これは、令和6年度から令和18年度までの期間中に一般会計からの基準外繰入金として総額約17.1億円を見込んでいるためであり、
基準外繰入金が投入されない場合の実質的な資金残高は、約△7.9億円になります。

資金残高の適正額の定義は存在しないですが、ここ数年、自然環境の変化等により災害が頻発しており、
住民インフラを守るための迅速な復旧のためにも、使用料収入の一年分は確保が必要と考えております。

下水道事業の資金見通し
経営戦略Ｐ４７

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
当年度純利益（純損失） 271 240 27 54 2 43 62 64 15 13 24 37 67 38 14 11
資金残高【現行】（右軸） 565 838 1548 919 868 864 861 861 861 861 871 882 892 898 904 915
資金残高【基準外なし】（右軸） 565 838 1548 799 705 571 412 249 135 22 △ 103 △ 242 △ 411 △ 554 △ 673 △ 791
基準外繰入金 320 315 105 120 95 134 158 164 114 113 125 139 170 142 120 118
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350

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

千千

当年度純利益（又は純損失） うち基準外繰入金 資金期末残高(現行） 資金期末残高(基準外なし）
（百万円）（百万円）

基準外繰入金を
受け入れない場合

マイナス
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使用料対象経費

使用料対象経費とは

使用料
汚水処理に
必要な経費 ＋ 資産維持費＝

15



資産維持費

上下水道施設の建設、改良、再構築、企業債
の償還等に必要な所要額

• 水道事業 ・・・「水道料金算定要領」（日本水道協会）より

資産維持費 ＝ 対象資産 × 資産維持率（3%）
※ただし、各事業体の実情を考慮し調整できるとされています。

• 下水道事業・・・基本的考え方も含め具体的な算定方法等は現在明示されていない。
※平成29年3月の国交省・総務省各事務連絡にて「使用料対象経費に資産維持費を位置づける」との通知のみ

ただし、国土交通省_上下水道政策の基本的なあり方検討会 （25.06.10） において、更新投資を適切に行い次世
代に負担を先送りしない経営のシフトがされるよう議論されているところであります。

▽ 算定方法

16

資産維持費



使用料対象経費と財源について

17

操出基準に
基づかない繰入金

(基準外繰入金）

汚水処理に必要な経費 公費負担分

下水道使用料

一般会計繰入金

操出基準に
基づく繰入金

（基準内繰入金）

（経費）

（財源）

資産
維持
費

使用料対象経費

使用料対象経費を
下水道使用料にて賄わなければいけない



（３）適正な使用料を検討する上での
確認
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使用料算定作業の進め方

第2回協議会

第３回協議会
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使用料算定期間の設定

期間が長くなると、予測が不確かになるため、
経営戦略の計画期間は10年以上が望ましいが、

使用料算定期間は一般的に3年から5年程度することが多い。

令和5年に概成を迎え、建設費用などに大きな変動がない。

今回の検討では

令和7年度から令和11年度までの5年間を
使用料算定期間とする。

ただし、社会情勢の急激は変化などがあった場合は、
再検討を行う。

20



資金の見通しについては、令和6年度の約9.2億円から令和18年度では約9.1億円とほぼ横ばいで推移する見込みです。

これは、令和6年度から令和18年度までの期間中に一般会計からの基準外繰入金として総額約17.1億円を見込んでいるためであり、
基準外繰入金が投入されない場合の実質的な資金残高は、約△7.9億円になります。

資金残高の適正額の定義は存在しないですが、ここ数年、自然環境の変化等により災害が頻発しており、
住民インフラを守るための迅速な復旧のためにも、使用料収入の一年分は確保が必要と考えております。

下水道事業の資金見通し
経営戦略Ｐ４７

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18
当年度純利益（純損失） 271 240 27 54 2 43 62 64 15 13 24 37 67 38 14 11
資金残高【現行】（右軸） 565 838 1548 919 868 864 861 861 861 861 871 882 892 898 904 915
資金残高【基準外なし】（右軸） 565 838 1548 799 705 571 412 249 135 22 △ 103 △ 242 △ 411 △ 554 △ 673 △ 791
基準外繰入金 320 315 105 120 95 134 158 164 114 113 125 139 170 142 120 118
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千千

当年度純利益（又は純損失） うち基準外繰入金 資金期末残高(現行） 資金期末残高(基準外なし）
（百万円）（百万円）

基準外繰入金を
受け入れない場合

マイナス
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資産維持率の検討

22

• 水道料金を参考に資産維持率3.0%とすると、あまりに急激な上昇となるため、資産維持率0.1%～３%につ
いて試算しております。

• 財源のバランスをみながら計上するべき資産維持率を検討します。

（単位:千円）
資産維持率 0% 0.1% 0.2% 0.4% 0.6% 0.8% 1.0% 2% 3%

維持管理費（A）
資本費（B）
資産維持費（C） 0 43,000 86,000 171,999 257,999 343,999 429,998 859,997 1,289,995
控除（D）
総括原価（A+B+C-D） 855,691 898,691 941,691 1,027,690 1,113,690 1,199,690 1,285,689 1,715,688 2,145,686

資金不足額
使用料収入
不足額 189,198 232,198 275,198 361,197 447,197 533,197 619,196 1,049,195 1,479,193

※使用料対象期間（R7～R11の5年間）合計

636,507
1,944,653

1,725,469

760,668
94,175



資産維持費

使用料対象経費と適正な使用料の関係について
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基準外
繰入金

汚水処理に必要な経費

下水道使用料

（経費）

（財源）

使用料対象経費

下水道使用料

下水道使用料

３％

0.４％

0.2％

現 行

パターンⅠ

パターンⅡ

基準外
繰入金

下水道使用料パターンⅢ



使用料算定作業の進め方

第2回協議会

第３回協議会
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今後のスケジュール
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時期

項目 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

現状分析

課題整理

下水道使用料の算定の考え方

適正な使用料を検討する上で
の確認

新使用料体系及び
複数シミュレーションの検討

改定案、答申案

答申

市民への周知

令和7年 令和8年

１

２

３

４

５

5/28

7/9



使用料金表（県内９市比較）

20619217716213301,100越前市

222208161138122111,050福井市

2071941821694201,060鯖江市

18716514313201,210坂井市

24522419817415012661,140敦賀市

19517015013001,230勝山市

18017016015001,400大野市

16515514513501,400あわら市

22521020018516001,350小浜市

29426923820918015171,140敦賀市
(R8.1～)

1 5 8 10 20 30 40 50 100 200 300 500㎥

※基本料金は、一般汚水1か月当たりの税抜額。 従量料金は、1㎥当たりの使用料（税抜）
※大野市の基本料には計器使用料として、60円加えている。

2,673

2,618

2,794

3,168

2,706

2,783

3,388

3,025

3,872

参考使用料（税込）
20㎥使用時/月

単位：円

従量料金基本料金

参考


